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第１章 基本的な考え方  

 

１ 背景  

 

全国的に高度経済成長期に整備した公共施設の多くで老朽化が進行し、近い将来、一

斉に更新時期を迎えようとしています。国においては、平成２５年１１月に「インフラ長寿命化

基本計画」（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）を定め、国や地

方自治体等が一丸となってインフラの戦略的な維持管理・更新等を推進することを要請し

ています。 

四條畷市（以下、「本市」という。）においても、人口急増期にあたる昭和４０年代から５０

年代に多くの公共施設を整備してきました。現在、これらが建築後４０年から５０年余りを経

過し、老朽化が進み、今後、大規模な修繕や建替えなどの更新時期を迎えます。本市では、

平成２８年１２月に策定した「四條畷市公共施設等総合管理計画」に基づき、令和２年１月

に「四條畷市個別施設計画【公共施設】」を策定し、公共施設における最適な施設の数や

配置を実現し、将来世代により良い資産を引き継ぐための種々の事業を進めています。 

学校施設においても、９校中７校が建築後４０年以上経過するなど、施設の老朽化が避

けては通れない課題となっており、これまでも必要に応じ校舎や屋内運動場などの対策を進

めてきました。併せて、普通教室をはじめ、特別教室や屋内運動場への空調設備の設置、ト

イレの洋式化及び ICT 環境の整備など、社会情勢の変化に対応した環境整備を行ってき

ました。 

しかしながら、老朽化が著しい学校施設は、予防保全的な対応に加え、コスト縮減や財政

負担の平準化も踏まえた計画的、段階的な整備が必要です。 

加えて、災害時の避難所機能としての役割やバリアフリー化の推進とともに、将来の年少

人口及び地域の実情等に応じた適正規模、適正配置の推進や多機能化の促進による持

続的で魅力ある整備など、これらに対応できる学校施設の整備が求められています。 

 

２ 方針の位置づけ 

 

本方針は、本市の教育の総合的な計画である「四條畷市教育振興基本計画」（令和４

年１月策定）の基本方針５「学びを支える教育環境の整備」を実現するため策定するもの



2 

 

であり、公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画の一部としての位置づけのもと、

「第６次四條畷市総合計画」をはじめとする上位計画及び関連計画と整合を図るものとし

ます。 

なお、学校再編整備計画については、学校再編から一定年数が経過し、本市の学校施

設の状況や社会情勢等が変化していることから、計画の趣旨を尊重しつつ、時代に即した

内容に更新し、本方針に統合します。また、計画上今後の検討事項としている小規模校の

課題への対応や小中一貫型教育施設については、引き続き検討を行います。 

 

学校施設整備方針の位置づけ 

 

 

３ 期間 

 

学校施設は、数十年にわたり使用されるもので、子どもたちの学習及び生活の場として、

また、教職員の働く場として、健康的かつ安全で豊かな環境の確保はもとより、高機能かつ

多機能で変化に対応し得る弾力的な環境の整備が重要であるため、長期的かつ段階的に

取組みを進める必要があります。このため、本方針の期間については、上位計画である四條

教育大綱
（令和2年10月策定）

教育振興基本計画
（令和4年1月策定）

共有

乳幼児

教育

保育

アクショ

ンプラン

まなびの

プラン

個別施設計画

【公共施設】

学校施設修繕計画

市長部局

地域防災計画

国土強靭化

地域計画

整合

公共施設等総合管理計画

（平成28年12月策定）

学校施設整備方針

（学校再編整備計画

と統合）

整合

相互補完

教育振興基本計画

基本方針5 学びを支える教育環境の整備

第６次四條畷市総合計画
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畷市教育振興基本計画を踏まえ、令和５（２０２３）年度から令和１７（２０３５）年度までの１

３年間とします。 

ただし、国が定める学校施設整備指針（以下、「国指針」という。）の改訂や本市の人口

動態等を踏まえた学校規模の適正化等が行われた場合は、必要に応じて見直しを行うもの

とします。 

 

 

４ 対象施設 

 

本方針の主な対象施設は、市立小中学校の校舎、屋内運動場、プール及びこれらに付

随する各種設備等とします。 
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第２章 学校施設の現状 

 

１ 学校施設の現状 

 

本市では、小学校６校、中学校３校の合わせて９校の学校施設を管理しています。学校施

設の多くは人口急増期である昭和４０年代から５０年代に整備しており、現在、施設の老朽

化が顕著に現れています。最近では、水道管の亀裂による漏水、雨漏り、消防設備や放送

設備等の各種設備の老朽化など、学校運営に直結する事象が生じており、都度、必要に応

じ、緊急性や経済性などの優先順位を考慮し、対応を行ってきました。 

また、昨今の猛暑等の気象状況に鑑みた校舎や屋内運動場への空調設備の設置、非構

造部材の耐震化、トイレの洋式化及び大容量ネットワークの整備など、社会情勢の変化に

対応した環境整備も進めてきました。 

今後は、本市の財政状況を踏まえつつ、老朽化した施設の対策を計画的かつ段階的に

行うとともに、学習指導要領への対応、教育 DXの推進に資する施設整備、教職員の働く場

としての機能向上、インクルーシブ教育の観点によるバリアフリー化の推進、災害時における

避難所機能の向上など、様々な状況に対応できる施設整備が求められます。  

※学校施設の棟別の築年数、劣化状況等は、四條畷市個別施設計画【公共施設】（令和

２年１月策定）を参照  

 

参考：学校施設関連経費の推移  
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２ 児童生徒数の推移 

 

小学校の児童数は昭和５５年に、中学校の生徒数は昭和６０年にピークを迎え、その後は

全国的な少子化の進展により、令和５年度にはピーク時の約４割となりました。  

参考：児童生徒数の推移  
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第３章 学校施設整備の基本理念等 

 

１ 基本理念 

 

子どもと地域の「学び」をつなぐ 

安全で魅力的な学校施設づくり 

 

２ めざすべき姿 

 

施設の老朽化が著しく進行していることに加え、近年の自然災害の頻発や感染症の世界

的流行を踏まえ、主として学校を使用する児童生徒や教職員等の安心安全を最優先とした

施設の整備をめざします。また、「四條畷市教育振興基本計画」に示す「すべての人々が個

性や創造性を発揮し、夢や可能性に挑戦しながら、協働し、学び続けることができる環境」

の実現に向けて、めざすべき姿を以下に示します。 

 

（１）安心安全かつ快適な学校施設の整備  

  学校は、児童生徒及び教職員の学習や生活の場であるため、安心して学校生活を過ご

すことができるよう、老朽化が進んだ施設の改修に加え、新しい生活様式を踏まえた安全性

に配慮した施設整備を進めます。また、換気、室温、音等の影響に配慮した良好な環境の確

保を図るとともに、すべての利用者が安心して利用できるよう、ユニバーサルデザインの採用

やバリアフリー対策を進めます。併せて、高効率照明の導入などの省エネルギー化や再生可

能エネルギーの活用を積極的に進め、持続可能な教育環境を実現します。 

 

（２）個別最適な学びと協働的な学びを実現する学習環境の確保  

  学習指導要領の改訂や急速な ICT 化等、教育の内容や方法等の変化に対応して多様

な学習内容・学習形態に活用できる機能的な学習環境を確保し、将来的な学校教育の進

展等に未来思考で対応します。 
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（３）災害時の避難所機能と地域コミュニティの核としての共創空間の創出  

  学校は、児童生徒や教職員のみならず、地域にとっても身近な公共施設であることから、

災害時における避難場所としての役割を踏まえた施設整備に加え、就学前施設等との連携

や地域の人たちとの活動・交流拠点としての共創空間の創出を進めます。 

 

 

３ 学校施設整備の基本方針 

 

（１）土台としての着実な整備  

①老朽化対策 

  本市の学校施設の多くは建築後４０年以上が経過しており、耐用年数が短い給水設

備や電気設備などの各種設備の不具合に加え、雨漏り等による建築物の躯体の劣化も

進んでいます。児童生徒及び教職員の安心安全に影響するものや学校運営に支障を来

す緊急的な事案については、優先的かつ速やかに対応します。 

②予防保全への転換  

  学校施設を長期間にわたり使用するためには、適切な維持管理を行うことが重要です。

予防保全への転換により、学校施設の安心安全な使用はもとより、修繕費用の削減、中

長期的なコスト縮減及び財政負担の平準化に繋がることから、今後はこれまでの事後的

な対応から、可能な限り予防保全的な対応へと転換していきます。 

③長寿命化の推進  

  学校施設の改修等を行う際は、財政負担の平準化や中長期的なコスト縮減の視点か

ら、長寿命化による手法を含め検討します。 

イメージ図  

新しい時代の学び舎としての創意工夫により特色・魅

力を発揮するものとして、その中心となる「幹」に『学び』を

据え、その学びを豊かにしていく「枝」として『生活』『共

創』の空間を実現する。 

また、新しい時代の学び舎の土台として着実に整備を

推進していく「根」として『安全』『環境』の確保を実現す

る。 

【出典】文部科学省「新しい時代の学びを実現する学校

施設の在り方について」最終報告  
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  ④バリアフリー化の推進とユニバーサルデザインの採用  

    障がいのある児童生徒や教職員が安全かつ円滑に学校生活を送ることができ、障が

いの有無にかかわらず共に学ぶことができるよう、障がいの状態や特性、ニーズに応じた

施設整備を図ります。また、災害時の避難所機能を有し、地域コミュニティの核となること

等、高齢者、障がい者を含む多様な地域住民が利用することを踏まえ、共に集う場所とし

ての施設整備に努めます。 

（２）創意工夫による特色・魅力づくり 

⑤教育環境の変化への対応  

  学習指導要領の改訂や急速な ICT 環境の整備等、学校教育を取り巻く環境は常に

変化しています。学校施設全体を学びの場として利用するという発想のもと、児童生徒の

主体的な活動を喚起し、求められる学び・活動の変化に柔軟に対応できる空間の実現を

図ります。また、不登校やいじめ等、児童生徒が抱える個別の事象にきめ細やかに対応で

きる施設整備に努めます。 

  ⑥健康への配慮、環境との共生  

    昨今の記録的猛暑や感染症の世界的大流行等を踏まえ、児童生徒の健康を考慮し、

校内の快適性を確保するため、日照、採光、通風、換気、室温、音の影響等に配慮します。

また、学校施設の改修等を行う際は、省エネルギー化や太陽光発電設備の導入による

ZEB の推進、木材利用の推進等により、持続可能な教育環境を実現します。 

  ⑦地域連携の推進  

    学校施設は、学校、家庭、地域の連携・協働に基づく生涯学習の場であるとともに、災

害時等の避難所機能であることを踏まえ、共創的な施設整備に努めます。  
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第４章 施設整備の水準等 

 

１ 整備の水準等 

 

本方針や国指針を踏まえ、各学校の実情や課題等を考慮しながら整備を進めます。整備

（改修を含む）にあたっては、単に施設の機能回復を図るのではなく、構造体の長寿命化や

ライフラインの更新等による建物の耐久性を高めるとともに、省エネ化や多様な学習形態に

よる活動が可能となる特色、魅力ある教育環境の提供など現代、近未来の社会的要求水

準を考慮します。 

 

（１）耐久性  

耐久性を確保するために、鉄筋コンクリート造の場合は、コンクリートの中性化対策、構造

クラック対策、鉄筋の腐食対策、鉄筋のかぶり厚さの確保を躯体の状況に応じて実施します。

鉄骨造の場合は、鉄骨の腐食対策や接合部の破損補修を実施します。非構造部材につい

ては、内外装ともに耐久性に優れた材料を使用することで、長期間の使用における維持補

修費を抑えることを検討します。電気配線や給排水管は劣化状況等を考慮し、必要に応じ

て維持管理の容易性を考えた更新を行い、建物の安全性維持の確保を図ります。 

 

（２）機能性  

機能性は、必要に応じて社会的ニーズを取り入れ、多様な学習形態に対応するための教

育環境の確保に努めます。また、学校施設は災害時の避難場所や地域連携としての役割を

有している点からも、バリアフリー化を推進し、ユニバーサルデザインを採用します。 

 

（３）環境性  

断熱性のある材料の使用、照明の LED 化及び節水型トイレの導入等、環境に配慮した

整備を図り、エネルギーの効率性の向上やランニングコストの抑制に努め、環境負荷の低減

に配慮します。 
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２ 維持管理の項目・手法等  

 

学校施設の機能を維持し、長期間にわたって有効に活用するためには、定期的な点検に

より、施設の劣化状況を把握することが重要です。学校施設における主な点検として、建築

基準法第１２条に基づく点検や、各設備の定期点検等を実施することで、学校施設の劣化

状況を的確に把握するとともに、修繕等の優先順位を検討します。なお、学校施設の修繕等

は、「四條畷市学校施設修繕計画」に基づいて実施します。  
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第５章 整備の実施計画 

 

１ 実施計画に向けて 

 

今後は、学校の建築からの経過年数をもとに、建物の劣化調査（国の耐力度調査を参

考にしたもの）を実施し、その結果等を踏まえ、整備方法を検討します。なお、検討に際して

は、文部科学省が示している従来の改築中心から長寿命化への転換を基本とします。ただ

し、小規模校の課題への対応や小中一貫型教育施設の設置を検討する学校については、

別途、引き続いて調査・研究を行います。 

 

中規模改修 中規模改修

目標使用年数

（80年）
改築

目標使用年数

までの実施内容

中規模改修

長寿命化改修 長寿命化改修

長寿命化改修

実施計画のフロー

経過築年数 築20年 築40年
目標耐用年数

（60年）

20年

20年

20年

20年

20年
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参考：改築中心から長寿命化への転換のイメージ 
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第６章 方針の継続的な運用方針 

 

１ 学校施設整備方針の推進について 

 

本方針を推進するにあたり、教育委員会の担当所管における学校施設の継続的・定期

的な管理だけでなく、学校や市長部局を含めた全市的な体制で課題を共有し、連携を図り

ます。さらに、事業実施段階では、専門知識が必要であることから、技術職員との連携や、民

間事業者への委託の検討も含め、適切かつ効率的な体制で実施します。 

また、本方針は、社会情勢や財政状況の変化、学校施設の状態等に応じて見直しを行う

ものとします。 

 


